
附 属 明 細 書
\ 固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第83特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減損損失の明細 （単位：円）

資 産 の 種 類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産）

建 物 50¶236¶257¶697 603¶993¶817 306¶520¶219 50¶533¶731¶295 12¶463¶757¶381 1¶942¶199¶236 36¶645¶570 ` 36¶645¶570 38¶033¶328¶344

構 築 物 5¶108¶912¶574 44¶342¶346 5¶510¶000 5¶147¶744¶920 2¶392¶050¶821 239¶306¶217 ` ` ` 2¶755¶694¶099

機 械 装 置 520¶658¶914 ` 700¶233 519¶958¶681 258¶264¶285 31¶521¶405 ` ` ` 261¶694¶396

６．減損処理について
\ 減損を認識した固定資産の概要 （単位：円）

名 称 用 途 種 類 場 所 帳 簿 価 格

建物（附属工作物を含
む）

職員宿舎
職員宿舎ポンプ室

有形固定資産 霞地区 36¶645¶572

] 減損の認識に至った経緯
平成20年３月24日付で、霞職員宿舎の廃止の決定を行ったため。

^ 当期の減損は、いずれも本学が中期計画等で想定した業務運営を行ったにもかかわらず生じた
ものであるため、損益計算書上の費用には計上しておりません。

_ 取り壊しのため、回収可能サービス価格については備忘価格として２円としております。
［損益計算書関係］
国から承継した診療機器等の資産見返勘定に係る当期の資産見返勘定戻入額 120¶195¶615円
［キャッシュ・フロー計算書関係］
１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳
現金及び預金 2¶900¶539¶517円
２．重要な非資金取引
ファイナンス・リースによる資産の取得 580¶114¶703円
［重要な債務負担行為］ （単位：円）

契 約 内 容 契約年月日 契約金額 しゅん工又は
納入期限

省エネルギー材料占有電子構造評価装置 2009年３月30日 102¶375¶000 2009年９月30日

病院基幹整備（電気設備）工事 2009年１月28日 121¶800¶000 2009年12月18日

（東広島）学生宿舎新営工事 2009年３月23日 261¶450¶000 2010年２月22日

放射線治療システム 2008年12月15日 499¶800¶000 2009年５月15日

［重要な後発事象］
該当事項はありません。
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８．外貨資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処
理しております。

９．国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法
\ 国又は地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の計算方法
ａ 土 地
国有財産については、「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」に関する
実務指針に基づき、計算しております。
なお、計算に使用した利率は10年国債（新発債）の平成21年３月31日利回り終値1•340％で

あります。
地方公共団体財産については、無償貸付を受けている地方公共団体の条例で定める額を参考
に計算しております。
ｂ 建 物
近隣の賃借料を参考に計算しております。

ｃ 工具器具備品
減価償却相当額を計算しております。

] 政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率
10年国債（新発債）の平成21年３月31日利回り終値を参考に1•340％で計算しております。

10．リース取引の会計処理
リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。
11．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっております。
［会計処理の変更］
１．前事業年度まで、仕入割戻は附属病院医業外収入勘定にて計上しておりましたが、当事業年度よ
り診療経費の減額として計上しております。
この変更により、診療経費と附属病院医業外収入が101¶062¶142円減少しております。

２．前事業年度まで、消費税還付金はその他臨時利益勘定にて計上しておりましたが、消費税に係る
費用及び収益は、経常費用及び経常収益と認識すべきとの判断から、当事業年度よりその他の雑益
勘定にて計上しております。
この変更により、その他臨時利益勘定が26¶528¶648円減少し、その他の雑益勘定が26¶528¶648円増
加しております。
［貸借対照表関係］
１．担保に供している資産 土地 25¶100¶000¶000円
２．担保されている債務 長期借入金 1¶119¶076¶000円

３．当事業年度末における債務保証の総額 16¶616¶331¶793円
４．運営費交付金から充当されるべき引当外退職給付の見積額 22¶626¶503¶732円
５．運営費交付金から充当されるべき引当外賞与の見積額 1¶666¶657¶618円˜
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